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「組織は戦略に従う」―――経営学のテキストにはそう書いてある。現実の経営もそのよう
に行われている。これを「制度は理念に従う」と敷衍させても間違いではあるまい。 
ところが教育界は以上の原則が当てはまらない。高等教育の諸制度、大学組織も不安定であ
る。この分野の、日本の後進性がそうさせているわけではなく、アカデミック・プロフェッシ
ョンのキャリア形成自体が世界的に混乱、揺らいでいるものらしい。それだけに再構築の時期
を迎えている。 
組織の理念、戦略は言うまでもなく、時代の影響を受ける。またそれらが置かれた文化、慣
習、風土と当然深く関わっている。大学教授職の形成、進化を見届けるのは容易ではないよう
だ。それは企業経営のように、激烈な競争に負ければたちまち脱落、退場するというものでは
ないからだ。大学組織は文部行政によって保護され、アカデミックという世間から離れた地に
壁をめぐらせてきた。教授職情報は公開されず、壁のなかで埋もれている。 
本書は、教授職の源を資料で探るという実に厄介で困難な作業に挑戦し、戦前期の日本の主
要大学教授職のキャリア形成――経歴、選抜、養成体制の実相に迫ろうというものである。著
者は、本研究に先立って「私立大学の大学教授市場」（大正７年「大学令」をめぐり、慶應大
学などの事例を分析）、「若手大学教授市場とアカデミック・キャリアの形成過程」（日本の大
学教授市場の特徴および帝大教授職の経歴、他からの補充、助教授の位置づけなどを実証）が
ある。本書は、先行諸研究を踏み台にしつつ明治中期から大正初期までの市場構造の変化を追
い、太平洋戦後および近年のアカデミック・キャリアの養成問題にも言及している。 
岩田教授の研究で注目されるのは ➀大正期のアカデミック・キャリアにデータによる実証
を試みている ➁確立された教授職だけではなく、若手教員層のキャリア形成に関心を払って
いる ➂近年の養成システムの問題を取り上げている、などの点である。 
研究の中核は大正期の教員市場分析である。大正 7（1918）年「大学令」が市場に一大転機
をもたらしたことに着目する。法令以前にも大学名称を使っていた私立大学があったものの正
規の大学は帝国大学に限られていた。「大学令」によって官立・私立を問わず条件（設置基準）
を充たせば正式に大学として認められるようになった。 
すなわち、基本財産があり、供託金を拠出し、旧制高等学校級の予科が開設出来るなどの基
本条件が整えば有資格。さらに「担当数の専任教員の確保」が要求され、これが教員組織に大
変化を与えた。専任の教授が中軸となって、その下の職階として助教授が確立した。非常勤講
師への過度の依存は改められ、大学は海外留学などによる自家専任教授陣の充実に注力する。
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学部の特性によって異なるが、助手職も登場し、助手⇒講師⇒助教授⇒教授という職階が姿を
明確にした。この点に関して、本書では慶應、明治、法政などの有力私大の先駆的なキャリア
データが丹念に追跡されている。日本の大学教授市場の構造は、よくも悪くも大正初期にその
基本形が形成されたわけだ。 
評者はつねづね一世紀前の大正デモクラシーの再評価がもっと必要だと考えている。この時
期、欧州は初めて全体戦争の惨禍を体験し、深い虚無を体験したが、極東の日本は圏外にあり、
戦争の受益者であった。世界列強に伍した帝国日本は無謀な膨張外交、侵略に突入した。国民
は明治中央集権国家の意識とは異質の自由と個性尊重に目覚めた。 
「大学令」もこうした時代の産物であった。明治集権国家の緊張から解き放たれた高等教育
が要請されたわけである。形成されたアカデミック・キャリアがその後の日本の進路にどんな
インパクトを与えたかは興味深い研究課題になるはずである。 
本書で重ねて触れられている若手教師層の位置づけ、待遇問題は研究課題の一つのカギとな
る可能性がある。市場というものは需給を中心とした流動化が前提になる。戦前期以来の伝統
である大学の「講座制」について、その非流動性の弊害から改革が何度も論じられてきた。し
かし、エスカレータ式昇進、「万年講師・助手」の蔓延、経営陣の恣意的人事配置などは多く
の大学で指摘され、大学改革の足かせになっている。 
本書は、近年、教授・助教授職に、大学以外の職場からの大量の人材が参入している傾向を
指摘している。なぜそのようなことが起こるのだろうか。それは、今日、グローバル化、高付
加価値化、少子化などの未曽有の課題を抱え、その対応策として多様な層でイノベーションが
求められているのに旧来の体系が対応できないことから生じているのではないか。教育行政の
怠慢のツケが回ってきているのだ。 
旧来の大学の常識と大学外の社会の常識とのあいだのギャップは小さくない。それを埋める
べく外部の人材を登用している状態には必然性がある。伝統的な非流動性を緩和する動きでも
ある。しかし、この傾向は一時的、応急的なものでありたい。肥大化すれば、結果として本来
育つべき若手研究者の研究・教育機会を狭めることになりかねないからである。外部人材流入
を時間をかけて受け入れつつ融和する方策を練る時期に来ている。 
しかし、大学側は人口減などの危機を逃れるために当面の対応策しか打ち出していないよう
にみえる。時限付きやプロジェクト別の雇用を恒常化し、サバイバルに躍起になっている。教
授資格も既得権化し、思考力を失い、革新力が放棄されている。キャリア形成がきわめてあい
まいな、ご都合主義的性格を濃くしつつあるのはこのような背景があるからだ。 
理念・戦略の貧弱な組織が、結果としてアカデミック・キャリア養成体系を不安定なものに
しているばかりか巨大な怠慢ムードを蔓延させている。本書が指摘している戦前期の若手研究
者養成の失敗の教訓も活かされていない。これらの不安定要素の緩和・解消について、研究者・
関係者の議論が、構造的視野を踏まえて盛んになることを切に望みたい。 
